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相談のべ件数 相談実人数

令和４年度 3,２５８ 件 １,１９９ 件

令和５年度 ３,９００ 件 １,２９０ 件

令和６年度 ４,５00 件 １,５８４ 件

令和６年度実績

相談件数

男性：911人(57.5%)
女性：515人(３2.5%)
不明：158人(10%)

令和５年度 約３２０件

令和６年度 約３７０件

一月あたりの延べ件数



相談支援対象者の年齢

18歳未満

19歳以上 不明
計

(相談実人数）0～６歳
（乳幼児）

７～12歳
（小学生）

13～18歳
（中高生）

令和４年度
６５ 人

(５．４％)
２８３ 人

(２３.６％)
２１０ 人

(１７．５％)
521人

(４３．５％)
１２０ 人

(１０．０％)
１,１９９人
(100％)

令和５年度
６９ 人

(5.３％)
２９２ 人

(２２.６％)
２０４ 人

(１５.8％)
５９２ 人

(４５．９％)
１３３ 人

(１０.３％)
１,２９0 人
(100％)

令和６年度
8９ 人

(5.6％)
390 人

(２4.7％)
２62 人

(１6.6％)
746 人

(47.0％)
97 人

(6.1％)
1，585 人

(100％)

18歳以下 741人（46.9％）

相談者は全年齢層で増加しているが、中でも小・中学生の保護者からの相談や

就労支援を希望する成人当事者からの相談が増加している。



・約半数は家族等からの依頼により来所相談が開始。

新規相談時の依頼者

相談支援・発達支援 就労支援 計

本人
６４ 人

(２９．１％)
２６ 人

(78.8％)
９０ 人

(３５．６％)

家族等
122人

（５５．５％）
４人

（12.1％）
１２６人

（49.8％）

関係機関
27人

（１２．３％）
３人

（９．１％）
30人

（11.9％）

その他
7人

（3.2％）
０人

（０％）
7人

（２．８％）

合計 220人 33人 253人



相談支援対象者の障がい別内訳
実人数（重複あり）

自閉症、アスペルガー症候群、広汎性発達障害 ４５３人（２６．２％）

注意欠陥多動性障害（ADHD） 219人（１２．６％）

学習障害（LD） 13人（０．７％）

発達性強調運動障害 3人（０．２％）

トゥレット症候群 １人（０．１％）

吃音 ３人（０.２％）

上記以外の発達障害 38人（２．３％）

発達障害に加え知的障がいを伴う場合 126人（７．２％）

その他（発達障がい傾向・疑い、ボーダー・グレー等含） 99人（5.8％）

不明（未診断含） 773人 （44.7％）

計（相談実人数） １，７２８ 人 （100％）

不明（未診断含）者の年齢層

０～６歳

7.0％

７～12歳

25.8％

１３～１８歳

15.1％

19歳以上

41.8％

不明

10.3％

773人



延べ相談内容（※重複あり） ０～6歳 ７～12歳 １３～１８歳 １９歳以上 不明 計

現在の生活に関することや家庭での家族ができることの相談
38 196 164 488 42 928

35.8% 36.9% 39.2% 39.1% 40.0% 38.5%

相談対象となっている児（者）が発達障がいかどうか知りたい
8 26 16 79 10 139

7.5% 4.9% 3.8% 6.3% 9.5% 5.8%

利用できる制度・機関についての相談（障がい福祉サービス等）
5 26 20 77 5 133

4.7% 4.9% 4.8% 6.2% 4.8% 5.5%

診断・相談・支援を受けられる機関について知りたい
32 78 46 135 31 322

30.2% 14.7% 11.0% 10.8% 29.5% 13.4%

現在通学している学校、利用しているサービス等に関する相談を
したい

9 93 55 35 2 194

8.5% 17.5% 13.2% 2.8% 1.9% 8.1%

進路や将来の生活に関する相談をしたい
4 13 48 55 0 120

3.8% 2.4% 11.5% 4.4% 0.0% 5.0%

対応困難な状況の改善についての相談（強度行動障がい等）
0 47 27 13 1 88

0.0% 8.9% 6.5% 1.0% 1.0% 3.7%

今後の就労について相談したい
0 0 5 124 2 131

0.0% 0.0% 1.2% 9.9% 1.9% 5.4%

現在勤めている職場に関する相談をしたい
0 0 0 72 0 72

0.0% 0.0% 0.0% 5.8% 0.0% 3.0%

その他
10 52 37 171 12 282

9.4% 9.8% 8.9% 13.7% 11.4% 11.7%

各年齢層における相談内容



関係機関連携

関係機関との
連携件数

左記のうち機関コンサルテーション

（件数） （のべ参加人数）

令和４年度 １，285 件 （５６件） (３９４人)

令和５年度 １，２４０ 件 （１００件） (649人)

令和６年度 １，２３９ 件 （１８５件） (９０２人)

• 関係機関との連携総数はほぼ横ばい。うち機関コンサルテーション件数や参加人数が増加。

• 学校や施設等のニーズに合わせた柔軟な対応を行っている。

・学校等 58件

・児童発達支援センター・
放課後等デイサービス等
22件

・障がい福祉サービス等
42件

・その他 ６１件



普及啓発・研修

普及啓発イベント・
研修開催等対応回数

令和４年度 ８０ 件

令和５年度 ３８４ 件

令和６年度 ４１４ 件

・地域住民向け講演会 １０件

・センター主催・共催研修 ２０件

・講師派遣 ６６件

・その他の普及啓発 ２８７件



令和7年度の主な取り組み

⚫ 地域の関係機関に出向いての相談支援の実施

地域支援マネジャーと相談員が柔軟に連携し、地域の行政窓口や教育・福祉・就労・子育て等の関係

機関へ出向き、発達障がいに関する困りごとへの対応の充実・強化を図る

市内小・中学校教員に対しての「出張相談会」、公民館への「出前講座」の実施

⚫ 障がい者就労支援センターとの連携

障がい者就労支援センターとのカンファレンスや、相談者対応等の連携を通して、発達障がいのある方

への就労支援をより円滑かつ効果的に支援できるよう柔軟に連携する

令和７年1月時点での連携ケース４３件（令和６年度：２５件）、就労支援センター主催
「スキルアップセミナー」への講師協力



⚫ 放課後等デイサービス職員向け「放デイフェスタ」の実施

６事業所の協力 放デイ職員等５１名の参加。

発達障がい児と家族への支援に大きなウェイトを占める放課後等デイサービス職員を主な対象として、イベント型
研修を実施。こども家庭庁発達障害児支援専門官による講義や、地域の支援機関の発表のブースを設置し、支
援者が広い視野で正しい情報を得られる場として実施。



⚫ 障がい者１１０番・教育委員会との共催講座

「発達障がいと合理的配慮について～学校生活を考える～」の実施

教員向け１１５名、保護者向け１０１名参加

発達障がい児の学校生活での『合理的配慮』について、教員・保護者それぞれが正しい理解を持ち、双方と
もに適切な『建設的対話』を行えるよう講座を企画。関係機関と連携しながら、障がい者差別解消条例およ
び発達障がいの特性理解の両面の知識を踏まえた講義やトークセッションを実施。



⚫ 障がい児の遊び・体験支援事業（ドリームナイト・アクアリウム）の運営

１１月と３月に計３回の実施

福岡市と協力体制を築き、水族館（マリンワールド海の中道）を貸し切って、障がいのある未就学児とその家族
が周囲に気兼ねなく思い切り楽しんでいただく事業を実施。障がいに配慮した運営を行えるよう、水族館職員へ
の事前研修の実施や、「あんしんマップ、あんしんガイド」の作成、カームダウンスペースの設置・監修や支援グッ
ズ紹介・貸出などの運営に関わった。



幼児期

学齢期

青年・成人期

その他の連携
・医療機関 ・司法 ・行政 ・公共施設
・民間施設 ・親の会団体 など

療育センター
児童発達支援

幼稚園 保育園

企業

住まいの場（家庭、GH、地域）

保健所
子育てサロン

高齢福祉

多様な分野・施設と切れ目ない柔軟な連携 

学校教育
・小中高、大学、専門学校等
・特別支援学校（教育）など

放課後等デイサービス

障がい福祉サービス（通所・入所・居宅等）

就労支援機関

相談支援

育てにくさ
かんしゃく

落ち着きのなさ
集団への慣れにくさ

など

学業不振
友人トラブル
不登校
いじめ

行動障がい など

就労困難
一人暮らし困難
金銭トラブル
ひきこもり
触法 など

放課後児童家庭クラブ

ゆうゆうセンターが感じている現状と今後の課題 生活困窮
夫婦関係
親の高齢化

権利擁護 など



⚫ 発達障がいへの社会的認知の高まりとともに、診断を受ける方や支援を求める方は

全国的に増加傾向

⚫ 支援体制が充実していく中で、障がい福祉サービスなどの社会資源が増加

→支援者の質の向上の課題（支援方向性を揃えることの難しさ）

→本人の自己決定・選択支援、家族支援のさらなる重要性

→幼児期－学齢期－成人期のつなぎ（移行）の課題

⚫ ゆうゆうセンター職員は、多岐にわたるニーズに対応するため、個々に応じた対応や

他機関との連携が図れる幅広い知識と対応力が求められている

地域と繋がりながら、乳幼児期から青年期、成人期まで、それぞれのライフ
ステージに合わせた一貫した支援体制の構築を目指す

個々の

特性理解が

とても重要

ゆうゆうセンターが感じている現状と今後の課題
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